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Research funds and teams of research activities that produced scientific 
publications －Evidence from a large-scale survey to corresponding authors of 
scientific publications from 2004 to 2012－ 
Masatsura IGAMI, Ayaka SAKA, and Hiroyuki TOMIZAWA 
National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) 
ABSTRACT 
The National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) conducted a survey to 
corresponding authors affiliated with Japanese organizations of the scientific publications 
published during the period of 2004 to 2012. The survey asked about research funds and teams 
of research activities that produced scientific publications (the number of respondents is about 
11 thousands and response rate is 53%). 
The analyses of the survey revealed that research funds and teams of research activities vary 
depending on the affiliation sector and the affiliation university group that was defined by the 
publication share in Japan.  The percentage of research activities that used external funds is 
the largest in the university group that has the largest publication share and tends to be smaller 
in the university groups with smaller publication share; however the percentage of research 
activities that used external funds has been increasing in all university groups.  Analyses of the 
team composition show that junior researchers (bachelor/master students, PhD students, and 
postdoctoral fellows) are involved in the majority of research activities in universities and 
colleges; and therefore the junior researchers play a crucial role in research.  The each 
percentage of the involvement of the bachelor/master students, PhD students, and postdoctoral 
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ス社）Web of Science XML (SCIE, 2012年末バージョン)に収録されている論文のうち、出版年が 2004年
から 2012年、文献の種類が article、論文の責任著者の住所が日本であるものを母集団とした。 
母集団から電子メールアドレスを持つ責任著者(約 3.1 万)を無作為に抽出し、責任著者に電子メール
にて調査への協力依頼を行った。約 3.1 万件の依頼メールのうち、約 2.0 万件が調査対象者に到達し、
約 1.1 万件の回答が得られた。依頼メールが到達した中での回答率は 53%である。調査は、2013 年 11







概要図表 1 本調査研究における分析のフレームワーク 
 
 
                                              



















Web of Science XML 
(SCIE, 2015年末バージョン)
 3 
1  研究に用いた資金源 
論文実態調査では、調査対象論文にかかわる研究活動において用いた研究資金について、各資金
源の割合を質問した。ここでは、各資金源の割合を所属部門別や大学グループ別にみる。 






























































































1-2  大学グループ別の状況 
論文数シェアでみた大学グループ別の資金源の構成をみる(概要図表 4)。いずれの大学グループで
も内部資金及び科研費が 2つの主要な資金源となっているが、その割合は大学グループによって異なる。
第 1グループでは内部資金の割合が 28%、科研費の割合が 45%となっており、科研費の割合が最も高い。
科研費の割合は、論文数シェアでみる大学の規模が小さくなるほど小さくなり、第 4 グループにおいては




割合に注目すると、第 1～4 グループで、それぞれ 13%、22%、27%、36%であり、ほとんどの研究が外部資










までの調査との整合性を保つため、大学のグループ分類は 2005～2007 年の論文数(2007 年時点に集
計)にもとづく結果を採用している。 












第1G 5%以上 大阪大学, 京都大学, 東京大学, 東北大学
第2G 1～5％
岡山大学, 金沢大学, 九州大学, 慶應義塾大学, 神戸大学, 千葉大学, 筑波大学, 
東京工業大学, 名古屋大学, 日本大学, 広島大学, 北海道大学, 早稲田大学
第3G 0.5～1％
愛媛大学, 大阪市立大学, 大阪府立大学, 鹿児島大学, 北里大学, 岐阜大学, 近
畿大学, 熊本大学, 群馬大学, 静岡大学, 首都大学東京, 順天堂大学, 信州大学, 
東海大学, 東京医科歯科大学 （他12大学）
第4G 0.05～0.5％
岩手大学, 大阪薬科大学, 帯広畜産大学, 岐阜薬科大学, 九州工業大学, 京都工
芸繊維大学, 京都府立医科大学, 京都府立大学,京都薬科大学, 共立薬科大学






概要図表 4  大学グループ別の研究に用いた資金源[2004 年～2012 年、各資金源の割合の平均] 
 
概要図表 5  大学グループ別の研究に用いた資金源の組合せ[2004 年～2012 年、各組合せに該当する研究の割合] 
 

























































































































































































































概要図表 7  所属部門別の著者の職階・地位の組合せ[2004 年～2012 年、各組合せに該当する研究チームの割合] 
 
注: 「ジュニア研究者」とは、学部・大学院生(修士)、大学院生(博士)、ポストドクターを指す。SCは「シニアクラス研究者」を示す。 





























































第 4グループでは約 6割、その他では約 5割である。 
つぎに、学部生・大学院生(修士)、大学院生(博士)、ポストドクターのバランスに注目する。学部生・大
学院生(修士)の参画割合は、第 3グループにおいて一番高く 38%、他のグループにおいてはおおむね 3
割程度であり、大学グループ間で大きな差が見られない。大学院生(博士)の参画割合は、第 1及び 2 グ







院生(博士)の参画割合は、第 1グループでは横ばい、第 2～4グループでは 2004～2006年から 2007～


























































概要図表 9  研究チームへのジュニア研究者の参画状況(大学グループ別) 










































































































































































































































ポスドク 大学院生(博士) 学部学生・大学院生(修士) ジュニア研究者
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2-3  研究チームへのシニアクラス研究者の参画 









3  論文の注目度(Q 値) 
調査対象論文の注目度(Q 値)と研究活動に用いた資金や著者の構成との関係について分析する。Q
値とは、ある論文群に占める被引用数上位 Top10%論文 7の割合である。この値が 10％を超えていれば、
全体の平均より注目度の高い論文の割合が大きいことを意味する。 
3-1  研究活動に用いた資金源の組合せと論文の注目度(Q 値) 
研究活動に用いた資金源の組合せ別に、調査対象論文の Q 値をみると(概要図表 12)、内部資金の











                                              
7 論文の被引用数については、分野に依存し、また古い論文ほど被引用数が大きくなるので、ここでは各出版年(2002～2014年)で各分

















































概要図表 12  調査対象論文の Q 値(資金源の組合せ別)[大学等又は公的研究機関、2004 年～2012 年] 
 







ニアクラス研究者のみ(ジュニア研究者の参画なし)の場合である。前者の Q 値は 4.5%、後者は 4.9%であ
る。シニアクラス研究者と学部生・大学院生(修士)からなる研究チームについては、研究活動の教育とし
ての側面も大きいと考えられ、そのために Q値が低くなっている可能性がある。 
概要図表 13  調査対象論文の Q 値(研究チームの構成別)[大学等又は公的研究機関、2004 年～2012 年] 
 





























4  基盤的研究経費の配分状況や配分額 





























































































は 5ポイント減少、「助教クラス」では同期間に 10ポイントの増加を見せている。 
 







150万円(2000年時点)から 100万円(2013年時点)に、准教授クラスでは 90万円から 60万円に、講師ク
ラスでは 50万円から 54万円、助教クラスでは 50万円から 42万円に変化している。教授クラス、准教授
クラスの方が、基盤的研究費の減少の度合いは大きい。 








教授クラス 180 140 100
准教授クラス 100 80 60
講師クラス 50 60 60
助教クラス 50 40 45




教授クラス 150 120 100
准教授クラス 90 80 60
講師クラス 50 50 54
助教クラス 50 40 42
全体 100 90 80
中央値(万円)
 13 











良く当てはまる」の割合が高く、これに第 2～4 グループ、その他が続いている。概要図表 4 や概要図表 















































































































































































































































1  調査の概要 









































に、博士課程の学生が著者として参加していることを見出した[18]。Black と Stephan は、雑誌“Science”
に掲載された米国の科学論文においては、博士学生とポストドクターが、筆頭著者となる割合が非常に
高いことを指摘している[19]。また、論文著者への質問票調査を通じて、研究者の国際異動を追跡した
調査もある[20]。2016年 9月に開催された OECD Blue Sky Forum on Science and Innovation Indicators
では、研究開発活動を把握する手段としての研究者等への直接的なサーベイの可能性が議論された
[21]。 

































1-2  調査対象論文及び調査対象者の決定 
論文実態調査では、トムソン・ロイター社（現クラリベイト・アナリティクス社）Web of Science XML (SCIE, 










が取りにくくなる可能性が高い。そこで、2007～2009 年については 2010～2012 年の 2 倍、2004～2006
















図表 2 各調査期間及び各統合分野における日本の論文数 
 
注: 出版年が 2004年から 2012年、文献の種類が article、論文の責任著者の住所が日本であるものを集計した。 
出典： トムソン・ロイター社（現クラリベイト・アナリティクス社）Web of Science XML (SCIE, 2012年末バージョン)を用いて、科学技術・学術政策研究所が集計。 
 
図表 3  各調査期間及び各統合分野における調査対象論文の抽出数 
 
  
2004-06 2007-09 2010-12 全期間
01_化学 30,303 27,543 25,994 83,840
02_材料科学 13,945 11,998 10,416 36,359
03_物理学＆宇宙科学 31,041 28,707 26,000 85,748
04_計算機科学&数学 7,547 7,085 7,068 21,700
05_工学 13,923 13,178 12,548 39,649
06_環境＆地球科学 6,576 7,020 7,160 20,756
07_臨床医学 37,879 38,900 41,815 118,594
08_基礎生命科学 52,989 52,335 50,573 155,897
全体 194,203 186,766 181,574 562,543
2004-06 2007-09 2010-12 全期間
01_化学 1,979 982 537 3,498
02_材料科学 1,016 737 606 2,359
03_物理学＆宇宙科学 2,767 1,093 666 4,526
04_計算機科学&数学 1,061 739 674 2,474
05_工学 1,404 600 527 2,531
06_環境＆地球科学 989 751 579 2,319
07_臨床医学 3,206 1,762 1,042 6,010
08_基礎生命科学 3,806 2,456 1,227 7,489
全体 16,228 9,120 5,858 31,206
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1-3  調査の実施と回答率 





のは 2010～2012年であり、全体で 84%であった。これに 2007～2009年の 70%、2004～2006年の 56%が




全体の回収率は 2004～2006年で 51%、2007～2009年で 55%、2010～2012年で 54%であった。いずれの
調査期間についても、当初の想定である 40%よりも高い回答率であった。 
回答数は 2004～2006年で 4,598件、2007～2009年で 3,527件、2010～2012年で 2,655件であった。
工学の 2010～2012年を除いて、目標とする 200件以上の回答を得た。 
 
図表 4  依頼メールの到達数と到達率(各調査期間及び各統合分野) 
 
 
図表 5  依頼メールが到達したなかでの回答数と回答率(各調査期間及び各統合分野) 
 
  
2004-06 2007-09 2010-12 全期間 2004-06 2007-09 2010-12 全期間
01_化学 1,154 695 464 2,313 58% 71% 86% 66%
02_材料科学 537 489 490 1,516 53% 66% 81% 64%
03_物理学＆宇宙科学 1,423 710 540 2,673 51% 65% 81% 59%
04_計算機科学&数学 543 470 521 1,534 51% 64% 77% 62%
05_工学 723 393 410 1,526 51% 66% 78% 60%
06_環境＆地球科学 515 509 475 1,499 52% 68% 82% 65%
07_臨床医学 1,920 1,322 933 4,175 60% 75% 90% 69%
08_基礎生命科学 2,275 1,826 1,091 5,192 60% 74% 89% 69%
全体 9,090 6,414 4,924 20,428 56% 70% 84% 65%
2004-06 2007-09 2010-12 全期間 2004-06 2007-09 2010-12 全期間
01_化学 631 431 289 1,351 55% 62% 62% 58%
02_材料科学 261 240 231 732 49% 49% 47% 48%
03_物理学＆宇宙科学 729 378 268 1,375 51% 53% 50% 51%
04_計算機科学&数学 254 234 267 755 47% 50% 51% 49%
05_工学 371 218 180 769 51% 55% 44% 50%
06_環境＆地球科学 262 251 237 750 51% 49% 50% 50%
07_臨床医学 863 668 518 2,049 45% 51% 56% 49%
08_基礎生命科学 1,227 1,107 665 2,999 54% 61% 61% 58%
全体 4,598 3,527 2,655 10,780 51% 55% 54% 53%
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残りの 2 パートは、調査時点で大学・公的研究機関に所属する回答者への質問であり、2000 年度、
2005年度、2013年度の 3時点の所属と基盤的研究経費の配分状況、基盤的研究経費や公募型研究資
金（競争的資金等）と研究活動の関係について尋ねた。 














1-5  分析のための分野分類 
分析のための分野分類には、トムソン・ロイター社（現クラリベイト・アナリティクス社）のEssential Science 
Indicators(ESI)で用いられている 22 分野から社会科学、複合領域、経済学・経営学を除いた 19 分野を
用いている（図表 7）。分野分類は、ジャーナル単位で行っている。ただし、“Nature”や“Science”といっ
た複合領域の雑誌に掲載された論文は、調査対象論文中で引用している論文の情報を用いて 19 分野
に再分類した。調査対象論文の抽出の際には、これら 19 分野を統合した 8 統合分野のそれぞれで、最
低 200件の回答が得られるようにした。 
図表 7  ESI の 19 分野と 8 統合分野の関係 
 
 
1-6  職階・地位の区分 


































図表 8  職階・地位の区分 
 
 
1-7  部門分類 































1-8  大学グループ 
大学(国立大学、私立大学、公立大学)については、論文数シェアでみた大学グループ別の集計も行




の論文シェアが 5％以上の大学は第 1グループ、1％以上～5％未満の大学は第 2グループ、0.5％以上
～1％未満の大学は第 3 グループ、0.05％以上～0.5％未満の大学は第 4 グループ、0.05%未満の大学
はその他グループとした。 
















1 5%以上 4 大阪大学, 京都大学, 東京大学, 東北大学
2 1～5％ 13
岡山大学, 金沢大学, 九州大学, 慶應義塾大学, 神戸大学, 千葉大学, 筑波大学, 東京工業
大学, 名古屋大学, 日本大学, 広島大学, 北海道大学, 早稲田大学
3 0.5～1％ 27
愛媛大学, 大阪市立大学, 大阪府立大学, 鹿児島大学, 北里大学, 岐阜大学,








2  責任著者の属性情報 
ここでは、責任著者の属性情報に注目する。具体的には、調査対象論文投稿時の責任著者の職階・
地位や所属部門、雇用形態、雇用資金源の情報についてまとめる。 
2-1  責任著者の職階・地位と所属部門 





ターと大学院生(博士)の割合に注目すると、2010～2012 年(合計で 12%)と 2004～2006 年及び 2007～



































































教授クラス 准教授クラス 助教クラス 講師クラス その他
大学院生（博士） ポストドクター 学部生・大学院生（修士） 研究補助者 ・技能者
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図表 13 には、調査対象論文投稿時の責任著者の所属部門を示した。53%の責任著者は国立大学等
の所属であり、これに私立大学が 16%、公的研究機関が 13%で続いている。会社は 6%、公立大学は 5%で
ある。 






第 1 グループ、第 3 グループが続いている。その他グループについては割合が 4%であり、第 1～4 グル
ープと比べて、その割合は小さい。 
図表 14  調査対象論文投稿時の責任著者の所属大学グループ[2004 年～2012 年] 




























年では 17%であったが、2010～2012 年には 32%までに上昇した。任期あり雇用の割合の上昇は、責任著
者の所属部門の中でも大学等の動きによるところが大きい。 
部門別の状況をみると、任期あり雇用の責任著者の割合は、大学等では 2004～2006 年で 18%、2010
～2012 年には 34%となっており、16 ポイント上昇している。公的研究機関については、2004～2006 年で
23%、2010～2012 年には 25%である。会社については、任期あり雇用の責任著者の割合は、いずれの調
査期間でも 10%より低い。 
図表 15  調査対象論文投稿時の責任著者の雇用形態(所属部門別) 
 
注： ここでは職階・地位のうち、大学院生(博士)、学部生・大学院生(修士)、その他は分析対象から除いている。 




































































































































2004～2006 年では 78%であったが、2010～2012 年には 73%までに低下した。内部資金による雇用の割
合の低下は、責任著者の所属部門の中でも大学等の動きによるところが大きい。 
部門別の状況をみると、内部資金による雇用の割合は、大学等では 2004～2006 年で 77%、2010～
2012年には71%となっており、6ポイント低下している。公的研究機関については、2004～2006年で82%、
2010～2012年には 77%である。会社については、約 9割が内部資金による雇用である。 
 
図表 17  調査対象論文投稿時の責任著者の雇用資金源(所属部門別) 
 
注： ここでは職階・地位のうち、大学院生(博士)、学部生・大学院生(修士)、その他は分析対象から除いている。 


































































はみられない。ただし、2004～2006 年と比較すると、助教クラスでは内部資金による雇用の割合が 12 ポ
イント低下している。他の職階・地位では、助教クラスほど大きな低下はみられない。 
 















































































内部資金 外部資金 内部資金と外部資金 雇用関係なし
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高い上位 5の分野は(図表 20(b))、工学、農業科学、計算機科学、薬学・毒性学、臨床医学である。 
このように研究活動の動機の平均的な傾向は分野に依って異なる。加えて、材料科学、化学、免疫学
のように、いずれの動機とも全体平均よりも高い分野も存在する。 







































































































































































































































図表 22 には大学等(a)、公的研究機関(b)、会社(c)について、2 つの動機の時系列変化を示した。大
学等については、基礎原理の追求の度合いについては、変化はみられない一方で、現実の具体的な問
題解決については、その度合いが僅かに増加している。公的研究機関については、基礎原理の追求の
度合いが 2007～2009 年から 2010～2012 年にかけて減少している。会社については、基礎原理の追求
の度合いが 2007～2009年から 2010～2012年にかけて僅かに増加している。 
図表 21  所属部門別の研究の動機[2004～2012 年] 
(a) 基礎原理の追求 (b) 現実の具体的な問題解決 
 
図表 22  研究の動機の時系列変化(所属部門別) 
 (a) 大学等 (b) 公的研究機関 
 







































































































研究の着想から開始までの期間をみると、平均値は各所属部門でおおむね 8～9 ヶ月、中央値は 6 ヶ
月となっており、所属部門による大きな違いは見られない。つぎに研究開始から調査対象論文の投稿ま
での期間をみると、会社以外の所属部門では平均値で 22～23 ヶ月、中央値で 14～18 ヶ月となっている。




図表 23  研究活動に要した期間(所属部門別)[2004～2012 年] 
 
  
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
国立大学等 9.0 6.0 22.6 18.0 31.6 24.0
私立大学 8.9 6.0 23.0 16.0 31.9 22.0
公立大学 8.7 6.0 22.2 14.0 31.0 20.0
公的研究機関 9.2 6.0 23.3 15.0 32.6 21.0
会社 8.4 6.0 31.6 24.0 40.1 30.0
全体 9.3 6.0 23.5 18.0 32.8 24.0
着想から論文投稿(月)着想から研究開始(月) 研究開始から論文投稿(月)
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図表 24  研究に要した期間(職階・地位別)[大学等、2004～2012 年] 
 
 





図表 25  研究に要した期間の時系列変化[大学等] 
 
 
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
教授クラス 10.3 6.0 23.7 18.0 34.0 24.0
准教授クラス 8.9 6.0 22.9 18.0 31.8 24.0
講師クラス 8.9 6.0 22.3 15.0 31.3 21.0
助教クラス 7.2 6.0 21.6 14.0 28.7 20.0
ポストドクター 7.6 5.0 20.7 12.0 28.3 17.0
大学院生（博士） 6.7 4.0 19.3 12.0 25.9 16.0
学部生・大学院生（修士） 5.1 3.0 14.1 12.0 19.2 15.0
全体 9.0 6.0 22.6 18.0 31.6 24.0
着想から論文投稿(月)着想から研究開始(月) 研究開始から論文投稿(月)
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
2004_2006 9.2 6.0 21.7 18.0 30.9 24.0
2007_2009 8.7 6.0 22.5 17.0 31.2 23.0
2010_2012 8.9 6.0 23.8 18.0 32.7 24.0
全体 9.0 6.0 22.6 18.0 31.6 24.0
着想から研究開始(月) 研究開始から論文投稿(月) 着想から論文投稿(月)
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図表 27  所属部門別の資金源の組合せ 




























































































































4-2  大学グループ別の研究資金の状況 
ここでは、論文数シェアでみた大学グループ別の資金源の構成をみる(図表 28)。いずれの大学グル
ープでも内部資金及び科研費が 2 つの主要な資金源となっているが、その割合は大学グループによっ
て異なる。第 1 グループでは内部資金の割合が 28%、科研費の割合が 45%となっており、科研費の割合
が最も高い。科研費の割合は、論文数シェアでみる大学の規模が小さくなるほど小さくなり、第 4 グルー
プにおいては内部資金の割合が 56%、科研費の割合が 24%である。第 1～4 グループにおいて、科学技
術振興機構からの資金の割合は、それぞれ 7%、4%、4%、2%、民間企業からの外部資金の割合は、それぞ
れ 5%、5%、7%、6%となっている。 

















































図表 29  大学グループ別の研究に用いた資金源の組合せ 



































































































































































4-3-1  内部資金の寄与 
図表 30 は内部資金の寄与が一定以上(10%, 25%, 50%, 100%)の研究活動の割合の時系列変化を(a)
全所属部門、（b）国立大学等について示した結果である。内部資金の寄与が 50%以上の研究活動の割
合(2010～2012 年)は、全所属部門で 45%、国立大学等で 29%となっている(図表 30(a), (b)の緑色の矢
印)。いずれの値も、2004～2006年と比べると約 10ポイント低下している。 
図表 30(c)には、全所属部門における内部資金の寄与の時系列変化を、寄与の度合いの階層別に











図表 30  内部資金の寄与 





















































































































































4-3-2  科研費の寄与 
図表 31 は科研費の寄与が一定以上(10%, 25%, 50%, 100%)の研究活動の割合の時系列変化を(a)全
所属部門、（b）国立大学等について示した結果である。科研費の寄与が 10%以上の研究活動の割合
(2010～2012年)は、全所属部門で 48%、国立大学等で 63%となっている(図表 31(a), (b)の青色の矢印)。
いずれの値も、2004～2006 年と比べると増加傾向にある。科研費の寄与が 50%以上の研究活動の割合




















図表 31  科研費の寄与 

























































































































































































注: 分析対象は Article, Reviewである。年の集計は出版年
(Publication year, PY)を用いた。整数カウント法による。被引
用数は 2015 年末の値を用いている。トムソン・ロイター Web 




出典: 福澤 尚美, 伊神 正貫, 富澤 宏之 (2017). 論文データベース（Web of Science）と科学研究費助成事業データベース（KAKEN）の連結による我が
国の論文産出構造の分析（追加資料）, 科学技術・学術政策研究所 調査資料-237（追加資料）. 
  
全体 W-K論文 W-非K論文
A. 1996-1998年 66,026 23,800 42,226
B. 2001-2003年 74,631 30,940 43,691
C. 2006-2008年 76,385 37,393 38,992
D. 2011-2013年 77,256 40,157 37,099
A→B 差分 8,605 7,139 1,465
B→C 差分 1,754 6,453 -4,699
C→D 差分 871 2,764 -1,893
A→B 伸び率 13.0% 30.0% 3.5%
B→C 伸び率 2.4% 20.9% -10.8%







































































































A. 1996-1998年 9.4% 3.4% 6.0%
B. 2001-2003年 9.7% 4.0% 5.6%
C. 2006-2008年 7.7% 3.8% 3.9%
D. 2011-2013年 6.1% 3.2% 3.0%
A→B 差分 0.2% 0.6% -0.4%
B→C 差分 -1.9% -0.2% -1.7%






















































A. 1996-1998年 100.0% 36.0% 64.0%
B. 2001-2003年 100.0% 41.5% 58.5%
C. 2006-2008年 100.0% 49.0% 51.0%
D. 2011-2013年 100.0% 52.0% 48.0%
A→B 差分 5.4% -5.4%
B→C 差分 7.5% -7.5%

















図表 33  研究活動に用いた外部資金源の数(大学グループ別) 
 








































図表 34  論文著者の職階・地位の構成(所属部門別)[2004～2012 年、各職階・地位の割合の平均] 
 
 
つぎに大学グループ別の論文著者の職階・地位の構成をみる(図表 35)。第 1 グループから第 3 グル
ープにおけるシニアクラス研究者の割合は、いずれも約 7 割となっている。しかし、職階・地位のバランス
をみると、第 1 グループでは助教クラスの割合が高く、第 3 グループでは講師クラスの割合が高いという
特徴がみられる。ジュニア研究者に注目すると第 1 グループでは、ポストドクターや大学院生(博士)の割



















































































































































































なし)の割合は約 3 割である。つまり、他の 7割の研究チームにはジュニア研究者が何らかの形でかかわ
っている。ジュニア研究者が含まれる研究チームの形態で一番割合が高いのは、第 1及び 2グループで
はシニアクラス研究者と大学院生（博士）の組合せ(第 1グループで 23%、第 2グループで 26%)であり、第
3 グループではシニアクラス研究者と学部生・大学院生（修士）の組合せ(23%)である。第 4 グループやそ
の他においては、シニアクラス研究者のみから構成される研究チームの割合が高いが(第 4 グループで
41%、その他で 50%)、それでも半数かそれ以上の研究チームにジュニア研究者がかかわっている。 






















































5-2  ジュニア研究者の研究チームへの参画状況 
ジュニア研究者の研究チームへの参画状況を、大学グループ別に詳細にみる(図表 38(a))。まず、全
調査期間(2004～2012 年)を通じた、ジュニア研究者の研究チームへの参画割合は、大学グループ別の
第 1～3グループにおいて、おおむね 7割である。第 4グループやその他においては、若手研究者の参
画割合は低くなり、第 4グループでは約 6割、その他では約 5割である。 
つぎに、学部生・大学院生(修士)、大学院生(博士)、ポストドクターのバランスに注目する。学部生・大
学院生(修士)の参画割合は、第 3グループにおいて一番高く 38%、他のグループにおいてはおおむね 3
割程度であり、大学グループ間で大きな差が見られない。大学院生(博士)の参画割合は、第 1及び 2 グ







院生(博士)の参画割合は、第 1グループでは横ばい、第 2～4グループでは 2004～2006年から 2007～
2009 年にかけて 8 ポイント増加している。ポストドクターの参画割合については、いずれの大学グループ
においても、長期的に増加している。 
図表 38  研究チームへのジュニア研究者の参画状況(大学グループ別) 

















































































































































































































































ポスドク 大学院生(博士) 学部学生・大学院生(修士) ジュニア研究者
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図表 41  研究チームにおけるシニアクラス研究者の組合せ(分野別) 
[大学等、2004～2012 年、各組合せに該当する研究チームの割合] 
 

















































































































































(2002～2014 年)で各分野(ESI の 19 分野)について被引用数 Top10%となる閾値を求め、被引用数
Top10％論文を決定した。なお、被引用数は 2015年末時点の値を用いている。 
 
6-1  研究活動に用いた資金源の組合せと論文の注目度(Q 値) 












































図表 43  調査対象論文の被引用度と研究に用いた資金源 















































































                                              
8 文部科学省が平成 25年度に実施した「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」によると、教員の研究従事率は 35%であ
るのに対して、ポストドクターの研究従事率は 72%である。 
任期あり等 任期なし
教授クラス 5.5% 7.0% 5.2%
准教授クラス 6.4% 7.8% 6.0%
講師クラス 3.0% 4.7% 2.2%
助教クラス 5.3% 5.1% 5.4%
ポストドクター 9.2% － －
大学院生（博士） 4.4% － －




































7  基盤的研究経費の配分状況や配分額 










時点が一番大きく 10%、2005年時点が 8％、2013年時点が 4%となっている。 













































































































































































円(2000年時点)から 100万円(2013年時点)に、准教授クラスでは 90万円から 60万円に、講師クラスで
は 50 万円から 54 万円、助教クラスでは 50 万円から 42 万円に変化している。教授クラス、准教授クラス
の方が、基盤的研究費の減少の度合いは大きい。 








教授クラス 180 140 100
准教授クラス 100 80 60
講師クラス 50 60 60
助教クラス 50 40 45




教授クラス 150 120 100
准教授クラス 90 80 60
講師クラス 50 50 54
助教クラス 50 40 42





教授クラス、准教授クラスについては、いずれの大学グループにおいても 2000 年時点と比べて 2013 年
時点の基盤的研究費の額は減少していることが分かる。基盤的研究費の額は、大学グループによっても




図表 49  各年度における基盤的研究経費の額(職階・地位別、大学グループ別) 
    






教授クラス 230 210 200
准教授クラス 130 130 100
講師クラス 100 90 100
助教クラス 70 50 50




教授クラス 160 150 100
准教授クラス 100 100 70
講師クラス 50 50 50
助教クラス 50 50 50




教授クラス 130 100 70
准教授クラス 80 60 50
講師クラス 50 70 75
助教クラス 50 35 40




教授クラス 200 120 100
准教授クラス 85 80 63
講師クラス 70 80 54
助教クラス 30 42 40
全体 100 82 80
中央値(万円)
 61 

















































































































































































































































択肢 1～3 の合計)が 50%を超えている一方で、第 4 グループでは「公募型研究費の割合を増加」する必

























































































































































































第 3 グループにおいて、外部資金を活用している度合いは第 2 グループと同程度である。2010 年～
2012 年において約 8 割の研究活動で何らかの外部資金を活用している。ただし、外部資金のみで実施




第 4 グループは、第 1～4 グループのなかでは内部資金のみで行われている研究活動の割合が最も
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